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平成２８年度 事業計画  

我が国経済の状況は、デフレからの脱却、しっかりとした景気回復に向けて、

政府・日銀が講じた「大胆な金融政策」「機動的な財政政策」「民間投資を喚起

する成長戦略」の３本の矢からなる経済政策、いわゆる「アベノミクス」によ

り、総体的には景気回復基調に転じていますが、我々多くの中小企業にとりま

しては、まだまだ景気回復が実感できない状況にあります。 

政府は「アベノミクスの第２ステージ」として「希望を生み出す強い経済（名

目ＧＤＰ６００兆円）」、「夢を紡ぐ子育て支援（合計特殊出生率１．８）」、「安

心につながる社会保障（介護離職ゼロ）」からなる新たな「３本の矢」を打ち

出し、更なる経済成長を図ることといたしました。 

この上は、こうした諸施策を迅速かつ強力に推進していただき、一刻も早く

企業業績の改善を雇用・消費の拡大につなげる「経済の好循環」の確かな流れ

が、大企業・中小企業を問わず、全国津々浦々にまで行き渡ることを念願する

ものです。 

こうした中、当連合会といたしましては、公益事業として継続する事業はも

とより、会員団体に有益な各般の事業を展開いたしますとともに、一般社団法

人として、大阪府・大阪市をはじめ関係機関との連携をより深め、企業活動に

有益な情報提供事業や将来の卸売業を担っていく人材育成事業等を実施して

まいります。 

会員の皆様におかれましては、引き続き変わらぬご支援・ご協力を賜りま

すよう願い申し上げます。 

平成２８年度は、次の事業を実施してまいります。 

１．業界振興事業 

 （１）経営セミナー 

    企業経営者、企業の後継者又は経営幹部等を対象に、企業経営に必要

な経済情勢、社会情勢などの幅広い知識の習得及び異業種交流を通じて、

卸売業界の発展に資するためセミナーを開催する。 
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 （２）次世代人材発掘事業（インターンシップ事業） 

    次代の大阪の卸売業界を担うべき若年層の人材の発掘・確保を行い業

界の活性化を図る目的で実施する。 

    連携大学：大阪経済大学  

実習期間：平成２８年８月４日（木）～９月１５日（木）の間で、 

１～２週間程度（実働５～１０日間） 

    実習対象：２～４年生 

 （３）異業種連携振興事業 

    異業種の会員団体が連携・協同して行う事業及び販路開拓の研究会等

への講師の紹介等の支援を行う。 

（４）新年互礼会 

   新しい年のスタートにあたり、会員相互の交流及び異業種交流の促進

並びに親睦を深めるために新年互礼会を開催する。 

（５）協賛・後援事業 

   会員団体、関係団体等が実施する各種事業に対して協賛・後援を行う

とともに、関係団体等との協力連携を図る。 

（６）渉外活動 

   国、大阪府、大阪市などの関係機関及び関係団体との連携の強化を図

り、卸売業界への現状の理解を求める活動及び卸売業界の参考となる情

報提供を行うため渉外活動を行う。 

 

２．人材育成事業 

 （１）海外研修 

    卸売企業の発展に必要な貿易投資等に関する海外情報の収集及び市

場の現地調査等を行い国際的な知識の習得に資するため実施する。 

 （２）Ｔシャツデザイン画コンテスト（公益事業） 

    大阪文化のアピール、文化の向上と感性豊かな人材の育成を図り、大

阪の卸売業界の将来を担う人材の育成及び大阪を活力ある都市とする

ことを目的として、大阪府内のデザイン専門学校等の学生を対象に大阪
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のアイデンティティともいえる“おもろい”をテーマに「Ｔシャツのデ

ザイン画」コンテストを大阪問屋街活性化協議会と共催で実施する。 

 （３）新入社員研修（公益事業） 

    卸売企業の新入社員を対象に、卸売企業の社員としての心構えや社会

人として必要な知識の習得のための研修を行う。 

 （４）中堅幹部研修（公益事業） 

    卸売業界の中堅幹部社員を対象にその時々のテーマにより、中堅幹部

社員としての心構えや必要な知識の習得や人事管理等の仕事の管理、人

の管理に関するマネジメント能力向上のための研修を行う。 

（５）e ラーニングサービス事業 

    当連合会が、主として大阪産業創造館において開催する各種研修会や

セミナーに地理的制約、時間的制約により参加出来ない方々や、社員と

して、また社会人として持つべき必要な知識や技能を習得したい方々に

対して、会社や自宅において、自由な時間に受講できる e ラーニングサ

ービス（６シリーズ・３６タイトル）を提供する。 

     〇 Microsoft Office シリーズ ９タイトル 

     ・Microsoft Office の基本から実践まで「使える」操作スキルの  

習得を目指します。 

     ・ビジネスシーンで多用される機能に重点を置いた内容で、即戦力

を身につけます。 

    〇 ビジネス入門シリーズ ５タイトル 

      ・ビジネスパーソンの基本である「自己管理」「組織の一員として

の働き方」を楽しく学べます。 

     ・業種業態を問わず、ビジネスパーソンが最低習得しておくべき 

考え方や心構え、ビジネスを円滑に進めていく手法に関する基礎

知識を学習します。 

    〇 店舗スタッフトレーニングシリーズ １７タイトル 

          ・店舗で働くすべてのスタッフの戦力アップを支援します。 

     ・店舗業務に携わる様々な階層のスタッフが最低限習得しておく 
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べき考え方や心構え、業務を円滑に進めていくための知識や  

スキルに関する基礎知識を学習します。 

    〇 ＣＳＲエッセンシャルシリーズ ３タイトル 

      ・ＣＳＲ（企業の社会的責任）、個人情報保護法、情報セキュリ     

ティ、品質管理などに関する基本的な考え方、対処方法に   

ついて学習します。 

    〇 内部統制シリーズ １タイトル 

       ・日本版ＳＯＸ法に関する基礎知識や対応方法を学習するための 

教材です。 

      ・事例をベースに解説し、内部統制の意義や実施における現場の

理解と協力の必要性を学ぶ事ができます。 

    〇 マイナンバーシリーズ １タイトル 

           ・平成２８年１月から運用が開始されたマイナンバー制度につい

て、概要、利用、取り扱い上の注意、特定個人情報の取り扱い

等を学習する事ができます。 

 （６）事務局職員研修 

    会員団体の事務局職員を対象に円滑な団体運営を行うための知識の

習得及び事務局職員間の情報交換を図り、会員相互の交流の活性化を目

的として研修を実施する。 

 

 （７）人材育成支援事業 

    会員団体が実施する人材育成の為の研修会等に講師の紹介などを 

通じて支援を行う。 

 

３、情報収集提供事業 

 （１）各種情報の収集・提供事業 

    連合会、会員団体及び関係団体が行うイベント、セミナー、研修等の

事業を周知し、卸売企業の参加促進を図るとともに、行政機関、関係   

機関の発行する資料等大阪の卸売業界に役立つ情報をホームページへ
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掲載するとともに、紙媒体、メール、FAX 等により卸売業界の発展に  

資するための情報を積極的に発信する。 

 （２）会報誌の発行 

    連合会事業の報告、会員事業の会員相互の交流及び情報交換を進める

場として、また、国・大阪府・大阪市等からの情報発信を会報誌の発行

を通じて行う。 

 

４、ＯＡ・情報化対策事業 

 （１）ＩＴ（パソコン）の研修（公益事業） 

    卸売業のＯＡ化に伴う業務の効率化のためパソコン研修を実施する。 

 （２）ＯＡセミナー（公益事業） 

    ＩＴの有効活用により経営刷新、経営基盤の強化等の促進を図るため、 

   様々なテーマでＯＡセミナーを実施する。 

（３）業務改善・システム開発等に関する無料相談窓口の設置 

   会員団体・会員団体傘下の企業が、ＩＴを活用しての業務改善や    

システム開発などに関する「無料相談窓口」を常設する。 

   併せて、会員団体及び卸売企業が開設するホームページへの支援を 

行う。 

 

５、表彰事業 

 （１）連合会表彰 

    卸売業関係の発展に顕著な功績のあった団体役員、団体職員並びに 

卸売の企業活動に功績のあった事業所及び社員（従業員）を顕彰し、  

関係者のモチベーションの向上と団体活動や企業の発展に寄与する 

ため表彰事業を行う。 

 （２）各種表彰の推薦 

    卸売団体の活動や卸売企業の発展に寄与するため、大阪府・大阪市の

表彰事業（大阪府憲法記念日知事表彰、大阪府商工関係者表彰、大阪  

市民表彰等）に会員団体役員、企業及び社員等の推薦を行う。 
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６、福利厚生事業 

  卸売業経営者及び従業員の福利厚生に資するため共済年金制度を実施  

する。 

 

７、会議 

 （１）定時会員総会 

    ６月に定時会員総会（通常総会）を開催するほか、必要がある場合に

会員総会を開催する。 

 （２）理事会 

 総会に付議すべき事業、その他業務執行に必要な案件について審議 

するため理事会を年３回開催する。 

（３）執行役員会議 

    事業の円滑な執行を図るため正・副会長会議及び専務理事等の執行 

役員会議を適宜開催する。 

 （４）その他 

    事業を円滑な執行を図るため、会員団体事務局職員会議等を必要に 

応じて開催する。 

 


